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諮問庁：防衛大臣 

諮問日：平成３１年１月１０日（平成３１年（行情）諮問第１５号） 

答申日：平成３１年３月１日（平成３０年度（行情）答申第４５５号） 

事件名：海空作戦教範の一部開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

「海空作戦教範 平成１９年２月９日 統合幕僚監部（統合教範１０－

２）」（以下「本件対象文書」という。）につき，その一部を不開示とし

た決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年１２月１５日付け防官文第

２０９６３号により防衛大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」という。）

が行った一部開示決定（以下「原処分」という。）について，その取消し

及び不開示部分の開示を求める。 

２ 審査請求の理由 

（１）憲法９条の下で許容される「武力行使」であることを国民の目から審

査される必要がある。 

（２）アメリカ海軍も「Joint Publication 3-13」など空海作戦の運用につ

いての方法論を公開しており，ミサイルの射程や通信周波数など技術情

報を含まれない範囲なら自衛隊の任務の効果的遂行に支障を来すとはい

えない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 経緯 

本件開示請求は，「『海空作戦教範』文書分類（大）人事教育（中）教

育」の開示を求めるものであり，これに該当する文書として本件対象文書

を特定した。 

本件開示請求については，法９条１項の規定に基づき，平成２８年１２

月１５日付け防官文第２０９６３号により，法５条３号に該当する部分を

不開示とする原処分を行った。 

本件審査請求は，原処分に対して提起されたものである。 

２ 法５条該当性について 

原処分において不開示とした部分及び不開示とした理由については，別

紙１のとおりであり，本件対象文書の一部が法５条３号に該当するため，
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不開示とした。 

３ 審査請求人の主張について 

審査請求人は，「憲法９条の下で許容される『武力行使』であることを

国 民 の 目 か ら 審 査 さ れ る 必 要 が あ る 。 ア メ リ カ 海 軍 も 『 Joint 

Publication 3-13』など空海作戦の運用についての方法論を公開しており，

ミサイルの射程や通信周波数など技術情報を含まれない範囲なら自衛隊の

任務の効果的遂行に支障を来すとはいえない。」として，不開示部分の開

示を求めるが，本件対象文書の法５条該当性を十分に検討した結果，その

一部が上記２のとおり同条３号に該当することから当該部分を不開示とし

たものであり，その他の部分については開示している。 

なお，本件対象文書の不開示部分については，同一文書が対象となった

平成２６年度（行情）答申第４３０号（以下「先例答申」という。）にお

いて，当該部分は法５条３号に該当すると認められるので，不開示とした

ことは妥当であるとの情報公開・個人情報保護審査会の判断を得ている。 

したがって，審査請求人の主張には理由がなく，原処分を維持すること

が妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成３１年１月１０日  諮問の受理 

   ② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

   ③ 同月２２日       審議 

   ④ 同年２月２７日     本件対象文書の見分及び審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，統合幕僚監部が平成１９年２月に作成した「海空作戦

教範」である。 

審査請求人は，原処分の取消しを求めており，諮問庁は，本件対象文書

の一部が法５条３号に該当するとして不開示とした原処分を妥当としてい

ることから，以下，本件対象文書の見分結果に基づき，本件対象文書の不

開示情報該当性について検討する。 

２ 不開示情報該当性について 

本件諮問に伴い，当審査会において改めて審議したところ，先例答申に

おける不開示情報該当性の判断を変更すべき事情の変化は認められず，こ

れと同一の判断に至った。その判断の理由は別紙２のとおりであり，その

内容は，先例答申と同旨である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は，当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 
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４ 付言 

  本件は，審査請求から諮問までに約２年が経過しており，「簡易迅速な

手続」による処理とはいい難く，審査請求の趣旨及び理由に照らしても，

諮問を行うまでに長期間を要するものとは考え難い。 

諮問庁においては，今後，開示決定等に対する不服申立事件における処

理に当たって，迅速かつ的確な対応が望まれる。 

５ 本件一部開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その一部を法５条３号に該当す

るとして不開示とした決定については，不開示とされた部分は，同号に該

当すると認められるので，妥当であると判断した。 

（第２部会）  

委員 白井玲子，委員 池田綾子，委員 中川丈久 
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別紙１ 

 

頁 不開示とした部分 不開示とした理由 

２ 「４ 日米共同下におけ

る海空作戦」の全て 

日米共同及び海上自衛隊・航空自衛隊

間の協定に関する情報であり，これを

公にすることにより，自衛隊が実施す

る海空作戦の運用要領が推察され，自

衛隊の任務の効果的な遂行に支障が生

じ，ひいては我が国の安全を害するお

それがあることから，法５条３号に該

当するため不開示とした。 

２，３ 「５ 協定」の一部 

４ 「第１款 要説」の一部 海上自衛隊，航空自衛隊及び連絡班の

編成に関する情報であり，これを公に

することにより，自衛隊が実施する海

空作戦における運用要領が推察され，

自衛隊の任務の効果的な遂行に支障が

生じ，ひいては我が国の安全を害する

おそれがあることから，法５条３号に

該当するため不開示とした。 

４，５ 「第２款 海上自衛隊」

の全て 

５，６ 「第３款 航空自衛隊」

の全て 

６ 「第４款 連絡班」の全

て 

７ 「第１節 海空作戦の一

般的手順」の本文の１行

目の一部及び４行目ない

し６行目の全て 

作戦手順に関する情報であり，これを

公にすることにより，自衛隊が実施す

る海空作戦における運用要領が推察さ

れ，自衛隊の任務の効果的な遂行に支

障が生じ，ひいては我が国の安全を害

するおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

７，８ 「１ 要請」の全て 

８，９ 「２ 回答」の全て 

９ 「３ 発動」の一部 

「４ 報告・通報」の一

部 

１０ 「第１款 調整」の一部 協同要領に関する情報であり，これを

公にすることにより，自衛隊が実施す

る海空作戦における防空，攻撃，偵察

要領が推察され，自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障が生じ，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあることか

ら，法５条３号に該当するため不開示

とした。 

１０な

いし１

２ 

「第２款 艦隊防空」の

全て 

１２な

いし１

４ 

「第３款 対艦攻撃」の

全て 

１４な

いし１

「第４款 協同偵察」の

全て 
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６ 

１６ 「２ 通信系」の一部 通信に関する情報であり，これを公に

することにより，自衛隊が実施する海

空作戦における通信要領が推察され，

自衛隊の任務の効果的な遂行に支障が

生じ，ひいては我が国の安全を害する

おそれがあることから，法５条３号に

該当するため不開示とした。 

「３ 通信系の設定に当

たり考慮すべき事項」の

全て 

１７，

１８ 

「第４節 情報交換」の

一部 

海空作戦時の情報交換に関する情報で

あり，これを公にすることにより，自

衛隊が実施する海空作戦における情報

交換・通報要領が推察され，自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障が生じ，ひ

いては我が国の安全を害するおそれが

あることから，法５条３号に該当する

ため不開示とした。 

１８，

１９ 

「第５節 空域統制」の

一部 

空域統制に関する情報であり，これを

公にすることにより，自衛隊が実施す

る海空作戦における空域統制要領が推

察され，自衛隊の任務の効果的な遂行

に支障が生じ，ひいては我が国の安全

を害するおそれがあることから，法５

条３号に該当するため不開示とした。 

１９ 「第６節 戦闘機の要撃

管制」の全て 

要撃管制に関する情報であり，これを

公にすることにより，自衛隊が実施す

る海空作戦における戦闘機の要撃管制

要領が推察され，自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障が生じ，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあることか

ら，法５条３号に該当するため不開示

とした。 

「第７節  地点等の表

示」の全て 

地点等の表示に関する情報であり，こ

れを公にすることにより，自衛隊が実

施する海空作戦における地点等の表示

が明らかとなり，自衛隊の任務の効果

的な遂行に支障が生じ，ひいては我が

国の安全を害するおそれがあることか
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ら，法５条３号に該当するため不開示

とした。 

２０ 「別紙第１」の一部 指揮組織に関する情報であり，これを

公にすることにより，自衛隊が実施す

る海空作戦における指揮命令系統が推

察され，自衛隊の任務の効果的な遂行

に支障が生じ，ひいては我が国の安全

を害するおそれがあることから，法５

条３号に該当するため不開示とした。 

２１ 「別紙第２」の一部 作戦手順に関する情報であり，これを

公にすることにより，自衛隊が実施す

る海空作戦における運用要領が推察さ

れ，自衛隊の任務の効果的な遂行に支

障が生じ，ひいては我が国の安全を害

するおそれがあることから，法５条３

号に該当するため不開示とした。 

２２ 「別紙第３」の一部 海空作戦において使用する要請に関す

る情報であり，これを公にすることに

より，自衛隊が実施する海空作戦にお

ける運用要領が推察され，自衛隊の任

務の効果的な遂行に支障が生じ，ひい

ては我が国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該当するた

め不開示とした。 

２３ 「別紙第４」の一部 海空作戦において使用する回答に関す

る情報であり，これを公にすることに

より，自衛隊が実施する海空作戦にお

ける運用要領が推察され，自衛隊の任

務の効果的な遂行に支障が生じ，ひい

ては我が国の安全を害するおそれがあ

ることから，法５条３号に該当するた

め不開示とした。 

２４ 「別紙第５」の一部 海空作戦において使用する報告・通報

に関する情報であり，これを公にする

ことにより，自衛隊が実施する海空作

戦における運用要領が推察され，自衛

隊の任務の効果的な遂行に支障が生
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じ，ひいては我が国の安全を害するお

それがあることから，法５条３号に該

当するため不開示とした。 
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別紙２ 

 

１ 本件対象文書について 

本件対象文書は，統合幕僚監部が平成１９年２月に作成した「海空作戦教

範」である。 

２ 不開示情報該当性について 

（１）海空作戦の運用要領に関する情報 

２頁，３頁，７頁（１１行目ないし２４行目），８頁ないし１５頁，１

６頁（１行目），１７頁（下から２行目及び１行目），１８頁，１９頁及

び２２頁ないし２４頁の不開示部分には，海空作戦の運用要領に関する情

報が記載されていることが認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，海空作戦における具体的な運

用要領が推察され，悪意を有する相手方がその弱点をついた行動を採るこ

とが可能となるなど，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行に支障を生じ

させ，ひいては国の安全が害されるおそれがあると行政機関の長が認める

ことにつき相当の理由があると認められるので，法５条３号に該当し，不

開示とすることが妥当である。 

（２）海空作戦に係る指揮組織に関する情報 

 ４頁ないし６頁，７頁（３行目及び６行目ないし８行目），２０頁及び

２１頁の不開示部分には，海空作戦に係る指揮組織に関する情報が記載さ

れていることが認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，海空作戦における部隊の態勢

及び運用要領が推察され，自衛隊の任務遂行の妨害を企てる相手方が当該

態勢を踏まえた対処行動を採ることが可能となるなど，防衛省・自衛隊の

任務の効果的な遂行に支障を生じさせ，ひいては国の安全が害されるおそ

れがあると行政機関の長が認めることにつき相当の理由があると認められ

るので，法５条３号に該当し，不開示とすることが妥当である。 

（３）海空作戦に係る通信に関する情報 

 １６頁（１行目を除く。）及び１７頁（下から７行目ないし４行目）の

不開示部分には，海空作戦に係る通信に関する情報が記載されていること

が認められる。 

当該部分は，これを公にすることにより，部隊の通信要領等が推察され，

自衛隊の行動を妨害しようと企図する相手方をして，その裏をかいた行動

を採ることを容易ならしめるなど，防衛省・自衛隊の任務の効果的な遂行

に支障を生じさせ，ひいては国の安全が害されるおそれがあると行政機関

の長が認めることにつき相当の理由があると認められるので，法５条３号

に該当し，不開示とすることが妥当である。 


